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研究成果の概要（和文）：ファミリーパートナーシップモデル（Family Partnership Model、以下、FPM）に基
づく育児支援講習プログラムについて、産前・産後の家族の支援に関わる保健医療専門職者を対象とし、その有
用性を評価することを目的とした。育児支援講習会の前後で研究対象者に質問紙調査を実施した。対象者の95%
はこのプログラムが「家族支援を効果的にする」と肯定的に評価しており、保健医療専門職者にとって適用可能
性があることが示された。また、このプログラムは産前・産後の支援において家族の強みへのアプローチに関す
る理解を深めることに有用であるという示唆が得られた。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study was to evaluate the effectiveness of the training 
program based on the Family Partnership Model (FPM) for healthcare professionals supporting families
 during the antenatal and postnatal periods. Questionnaires were administered to participants before
 and after the training program. Among participants, 95% evaluated the program as being effective 
for supporting families, showing the feasibility of actual application of the program to healthcare 
professionals. The findings also suggest the effectiveness of the program for promoting the 
understanding of a strength-based approach for families in the antenatal and postnatal periods.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
妊娠期から親子に関わる看護職者は、親にとって最初にコンタクトをとる専門職であり、家族を出産前から支え
るために親を尊重した支援を行うことが重要である。FPMの考え方を取り入れ、親子に関わる専門職者の訓練を
行うことで、看護の質の向上を目指したボトムアップを図ることが可能となるかもしれない。また、産前・産後
の育児支援を行う上で親とのパートナーシップを形成するスキルを用いるプログラムの実践における有用性を評
価することで、より具体的な支援方法の示唆を得ることを可能にする。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
児童相談所における児童虐待相談対応件数は年々増加しており、喫緊の課題となっている。

また、周産期うつなどの親のメンタルヘルスの問題は、その後の子どもの発達に影響を及ぼす
といわれる。妊娠期からの切れ目ない支援の一環として、子育て世代包括支援センターの整備
や特定妊婦の導入など、早期からの家族中心の支援が求められている。しかしながら、エビデ
ンスに基づいた具体的な支援方法の検討は十分とはいえないのが現状である。 
妊娠期から育児期にわたり、看護職が個々の家族を継続して支援するスキルと能力を養い、

身近な存在として支援を提供することが求められる。産前からの親子の支援に関わる専門職者
の育成は、周産期うつや児童虐待の予防に直結するものであると考えられる。 
このような中、産前・産後の親子支援として欧州で広く活用されている英国のファミリーパ

ートナーシップモデル（以下、FPM）に基づく育児支援講習会を開催し、専門職者のトレーニン
グを行った。我々は原版開発者の許可を得た上で、産前・産後の親子に関わる専門職者の育成
のための育児支援講習プログラムを開発した。そのプログラムの実践における有用性を評価す
ることで、産前・産後の育児支援の方法について示唆を得るための一資料としたい。 
 

２．研究の目的 
 産前・産後の育児支援の方法について示唆を得るため、親子の支援に関わる専門職者を対象
とした、FPM に基づく育児支援講習プログラムを開発し、その有用性を評価することを目的と
した。 
 
３．研究の方法 
(1) 研究対象 
首都圏の行政機関事業内および所管区域内で妊娠期から育児期までの親子の支援に関わる看

護職者（保健師，助産師，看護師）など専門職者を対象とした。 
 
(2) データ収集方法 
研究デザインは 1 群における事前事後の評価研究である。FPM に基づく産前・産後の日本語

版育児支援講習会を開催し、講習会前後で専門職者を対象とした質問紙調査を実施した。デー
タ収集時期は、プログラム受講前と受講終了時、受講してから 1か月後の計 3回であった。質
問紙は、プログラム受講前と受講終了時には記入後その場で回収した。また、受講してから 1
か月後の調査は郵送にて依頼し、質問紙に記入後、返信用封筒にて返送してもらい回収した。 
 
(3) 調査内容および質問紙 
・対象者の属性および母子保健領域における経験などに関する質問紙 
・FPM に基づいた親子の支援に関する自己の振り返り 
・受講後のフィードバックおよび評価フォーム 
・講習プログラムの実践における有用性に関する質問紙 
 
(4) 講習プログラムの概要 
FPM に基づく育児支援講習プログラムは、保健師・助産師・看護師など妊娠期あるいは産後

の早い時期の親子に関わる専門職者が、親との対話を促進するために開発されたものである。
国外におけるこのプログラムの介入効果は、いくつかの無作為化比較試験によって検証されて
いる。英国ではすでに 5000 人以上のヘルスビジター（日本では保健師のことをいう）がトレー
ニングを受けている。支援過程において親とのパートナーシップの関係性を構築しながら、共
通の目標を設定し協働していくことを目指したプログラムである。児の発達や、両親が親にな
ることへの適応を促進することを目的とし、親子の強みにアプローチしていく。また、複雑か
つ長期的な問題をもつ家族への育児支援にも有用であるとされている。講習プログラムには、
胎児期からの児の脳の発達、母親の逆境的体験と胎児・乳幼児の発達、小児期における逆境的
体験、親になることへの適応と児の発達への影響、夫婦関係が育児に及ぼす影響、親子の発達
課題と相互作用、早期の親子のスキルと能力などの内容が含まれる。 
マニュアルとして活用する「ガイダンスノート」や親子の強みやニーズを明らかにするため

の「ファミリーストレングス＆ニーズサマリー」、両親との対話をガイドするために用いる「ト
ピックカード」は翻訳され、日本語版を作成している。トレーニングはディスカッション形式
により進められ、事例によるケーススタディや映像を用いた親子の相互作用の観察、ロールプ
レイなどが含まれる。 
このプログラムでは、誕生した子どもとその家族が最善のスタートをきるために、下記に挙

げる５つの要素が重要であると考えられており、このような視点から親子を理解し、支援をし
ていくものである。 
①夫婦の関係性 
②妊娠期からの継続した親子のケアと相互作用 
③親子の成長発達  
④家族とソーシャルサポート 
⑤親子の心身の健康  



 
(5) 倫理的配慮 
事前に所属機関の倫理審査委員会にて承認を得て実施した（承認番号 M2017-117）。研究者が

講習会開催時に研究対象者に対し、口頭及び文書で、研究の目的・方法、研究協力に伴う利益
と不利益、個人情報の保護、研究協力の任意性と撤回の自由について説明を行い、自由意思に
よる同意を文書で得た。研究対象者の受講者が研究に参加しない場合や途中で参加を取りやめ
た場合でも、講習会の受講において何ら不利益が生じることのないことを説明した。 
 
４．研究成果 
(1) 研究対象者の属性 
受講終了時までの研究対象者数は 21名であったが、受講してから 1か月後の追跡調査では 1

名が脱落し、20 名となった。研究対象者の属性について、全員が女性で平均年齢は 42.05 歳
（SD=10.51）であった。職種は、保健師14名（66.67%）、看護師3名（14.29%）、助産師2名（9.52%）、
その他 2 名（9.52%）で、21 名中 19 名が看護職であった。虐待事例への支援経験の有無につい
て、「あり」と答えた者は 13 名（61.90%）であった。 
 
(2) 講習プログラムの評価 
講習プログラム受講後のフィードバックおよび評価について、研究対象となった 21 名のうち、

講習プログラムが「自分の日々の実践に役立った」という項目で「とても役に立った」と回答
した者は 7名（33.33%）で、「やや役に立った」と答えた者は 10名（47.62%）、「どちらともい
えない」は 2名（9.52%）、「あまり役に立たなかった」は 2名（9.52%）、「全く役に立たなかっ
た」は 0名（0.00%）であった。「話を聴いてもらえたと感じた」という項目では、「とてもそう
思う」を回答した者は 7名（33.33%）、「ややそう思う」は 10名（47.62%）、「どちらともいえな
い」は 3名（14.29%）、「あまりそう思わない」は 1 名（4.76%）、「全くそう思わない」0名（0.00 %）
であった。また、「この講習プログラムの構成に関する評価」について、「とてもよく工夫され
ている」と回答した者は 9名（42.86%）、「まあ工夫されている」は 10 名（47.62%）、「どちらと
もいえない」は 1名（4.76%）、「あまり工夫されていない」は 1名（4.76%）、「全く工夫されて
いない」は 0名（0.00%）であった。 
 
(3) 講習プログラムの実践における有用性 
講習プログラムの実践における有用性に関する結果として、「このプログラムは家族支援を効

果的にする」という項目で、「とてもそう思う」と回答した者は 3名（14.29%）、「そう思う」は
10 名（47.62%）、「ややそう思う」は 7 名（33.33%）、「あまりそう思わない」は 1 名（4.76%）、
「そう思わない」0 名（0.00%）、「全くそう思わない」0名（0.00%）であり、肯定的な回答をし
た者は 20 名（95.24%）であった。また、「個々の家族のニーズをみつけ、対処することに適し
ている」という項目で、「とてもそう思う」と回答した者は 0 名（0.00%）、「そう思う」は 11
名（52.38%）、「ややそう思う」は 7名（33.33%）、「あまりそう思わない」は 3名（14.29%）、「そ
う思わない」0名（0.00%）、「全くそう思わない」0名（0.00%）であった。一方で、「日頃の家
族支援に使用する」という項目で、「とてもそう思う」0名（0.00%）、「そう思う」2名（9.52%）
と「ややそう思う」10 名（47.62%）をあわせて肯定的な回答をした者は 12 名（57.14%）であ
った。 
 
(4) FPM に基づく支援に関する自己の振り返り 
受講してから 1か月後の調査で回答した 20名を対象とし、FPM に基づく親子の支援に関する

自己の振り返りについて、講習前後の得点の変化を統計的に分析した。講習受講後１か月時に
おいて受講前よりも「私は親に物事を分かりやすく説明する」（p < .05）と「私は親の強みを
知っている」（p < .05）という項目の得点が有意に高くなっていた。 
 
(5) 看護への示唆と今後の課題 
研究対象者の 9割以上はこのプログラムが「家族支援を効果的にする」と肯定的に評価して

おり、保健医療専門職者にとって実践における適用可能性があることが示唆された。また、講
習受講後１か月時で受講前よりも、自身の実践において親に分かりやすく説明することや親の
強みを知っているという項目の得点が有意に高くなっていた。これにより、FPM に基づくプロ
グラムは、産前・産後の支援において家族の強みへのアプローチに関する理解を深めることに
有用であるという示唆が得られた。今後、実践における講習プログラムの導入や、それによる
介入効果の検証を行うことについて更なる検討が求められる。 
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